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【結果】回収率は都道府県支部 93.2％ (44 都道府県支部 )、赤十字病
院 100％ (93 施設 ) であった。救護班への薬剤師の登録状況は支部
37 支部（薬剤師枠 27 施設、主事枠 14 施設）、病院 77 施設（薬剤
師枠 55 施設、主事枠 24 施設）であった。研修会への参加は支部・
ブロック主催 73 施設、病院主催 62 施設、本社主催 23 施設と多く
参加されていた。参加が出来ない理由は参加が困難 9 施設、情報が
無い 3 施設等であった。2011 年に救護用医薬品リストが改訂され
ているがリストに準拠しているかの問いでは、はい 14 施設、ほぼ
43 施設、いいえ 27 施設であった。管理部門としては薬剤部が 77
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81 施設、未派遣は 12 施設であった。未派遣の原因は人員不足が多
かった。救護活動後の持参した医薬品の取り扱いと使用薬品の請求
については全部廃棄する施設 12 施設、使用分のみ補充する施設 61
施設、本社・支部への請求方法は使用分を算出して請求する施設
47 施設、すべてを請求する施設が 28 施設だった。日赤薬剤師会の
ＨＰの活用・閲覧し震災状況の把握をした施設は 83 施設、してい
ない施設が 10 施設であった。派遣や災害医薬品に対しＨＰの情報
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【結果】2013 年 6 月から 2014 年 4 月までに、漏えい線量測定を 47
撮影室・543 測定点、出力線量の測定を 9 撮影室・20 撮影部位、線
量最適化の補助を 1 撮影室・2 撮影部位で実施した。当日は 5 月以
降の活動内容も加えて報告する。
【結語】地域医院への放射線安全利用のサポートを通して貢献し、
地域全体の医療被ばくの低減の一助になれるよう今後も「放射線安
全管理ネットワーク」の活動を広げ、地域より更なる信頼を得られ
るよう努力していきたいと考える。
